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かかわらず目先的に1852年，５７年，５９年と相つ
いだ選挙でホイッグとその陣営が一体性を欠い
ていたため，保守党は実力以上に善戦できたと
見るべきであった。ホイッグ，リベラル，急進
派，アイアランド派及びビール派からなる連合
が一体性ある政党ではなく，各グループの散漫
な混合体だったことが保守党に幸いした。実力
以上に善戦した直近の総選挙が，保守党の対応
を遅らせ，相変らず地方的共同社会のへゲモ
ニーを過大祝させていた。とんまな政党と評さ
れる点である。その反面，保守党の地主基盤，
すなわちイングランドの各県区および同南部の
小バラ選挙区が狭すぎて不十分であるとわかれ
ば党領袖は拡充の必要を認めて他の分野に目標
を定め行動を開始するだろう3)。これに着手し
たのが59年２月法案上提である。
デイズレーリが上提した法案の骨子は次の二
点である。すなわち，
１バラ選挙区の10ポンド戸主選挙資格を継
続するとともに，バラ選挙区・県区を問わ
ず次の者への拡張を加えようとした。
ａ）年40シリングの自由土地保有者
ｂ）年５ポンドの謄本による土地保有者
ｃ）年５ポンドの土地に対する契約期限３０
年以上の定期保有者
ｄ）いかなる名目にしろ，年５ポンドの土
地に対する終身あるいは数世代にわたっ
ての保有権者
変化した状況
1859年２月28日，下院リーダのデイズレーリ
が「イングランドとウェールズにおける国民代
表に関する諸法律を修正し，あわせて選挙人の
登録と投票とを容易に促進するための法案」’）
を上提した。
遂に保守党主流までもが改革への踏み切りを
有利としたのだ。しかも財政政策で経験ずみの
自由主義的政策が保守党によって遂行されると
き，最も安全であることを議会改革においても
納得させることに主たる意義があった。５２年と
58～59年のダービとデイズレーリの少数党内閣
はデイズレーリ流に設計した「国民代表法案」
以外に何ら党独自の政策を打ち出せなかった。
そして50年代の議会改革とは，下院議員にとっ
て，資産階級の代議制統治を損わずに，安全に
選挙資格を拡充する方法とその時機とをどう設
定するかにかかっていた。この改革にとって殿
軍となる保守党が参画したことに改革派は色め
き立った2)。
まず法律原案作成にどれだけ影響しうるか。
名ばかりの二党制から政界再編成への機が迫っ
ていただけに32年国民代表法が選挙にとどまら
ず，代議政治のあり方を問われていたからであ
る。
1846年以後の新保守党にとっては長期的利益
から見ても選挙制度が著しく不利だった。にも
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日のダービ不信任動議には未だ反対投票してい
る。これらの点からも1865年以降とは別にまず
50年代の争点を考えねばならない。
改革の争点は新しい選挙資格要求者のどの部
分を認めるか，それがいずれ新しい多数者とし
て大胆な戦線を張り，労働者の階級立法となる
ことを避ける方法いかんであった。
保守党，ホイッグのラッセル派，そして，リ
ベラル,ラディカルの改革案は,いずれも各派が
現に依拠している選挙区の党派組織をあてにし
ている。各々が依拠する社会のへゲモニーで，
新有権者を馴致しようという方策であった。
さて既成の地盤をもつ政治家，党派の選挙区
支持組織をもつ政治家とは別にそれらを持たぬ
政治経済学者，理論政治学者としてのミルはど
うしたか。新しい多数者の投票への平衡錘を考
察してきたミルは，保守党法案審議に役立てよ
うと,1854年の草稿をもとに二大眼目を展開し，
第三の眼目を追加してパンフレット『議会改革
考』5)(59年２月）を自費出版した。なお同じ２
月中に累積投票に代る列記移譲制を検討し推奨
するとともに下院選挙論として重要な統治理論
を論評したのが４月刊の「改革に関する最近の
著作｣6)（『フレーザーズ誌』）である。この両論
文はまさしく叙上の状況に照らして，次の様な
七提案に定式化できよう7)。
①小規模バラ選挙区を合併区に
②共通経費の候補者負担から公営選挙へ，候補者自身
の選挙費を50または100ポンドに制限
③男女普選に向けての漸進を図る
④複票制（教育到達度に基づく）
⑤最低限の教育を選挙資格要件に
⑥少数代表の保障（累積投票制→列記移譲制）
⑦公開投票制の維持（秘密投票に反対）
ア）年10ポンドの借地人
イ）家具つきか否かを問わず，家屋ある
いはその一部を占有し，週８シリング
あるいは年20ポンド以上の家賃を支
払っている者
ウ）東インド会社あるいはイングランド
銀行の株か社債,１０ポンド以上の保有者
エ）陸海軍・東インド・国務から退職後
年20ポンドの年金受領者
オ）６０ポンド以上の貯蓄銀行預金者
力）大学卒業者･牧師･弁護士･内科医・
学校長
２バラ選挙区に居住する自由土地保有者の
県区への投票参加を禁止しようとして，全
体についての居住要件の貫徹を要求。
選挙資格の変り種を12種も並べ，ねじくれた
資格要件を設定したものであった。主として保
守党に，また名望家としての選挙区をゆさぶら
れはじめたホイッグに有利に設計されている。
しかも少数党内閣で，他に独自の政策を打ち
出せる議席の裏づけを持たず，選挙管理内閣で
あることからすれば，第２回議会改革へのイニ
シャティブを狙う位置を示すだけの意味があっ
た。
通常の議員とは逆にホイッグ出身の保守党首
相とトーリ出身のパーマストンとのジェントリ
の同盟は，急進派とこれに連なるラッセル等の
改革派ホイッグと闘いつつ，余裕をもって徐々
'鶚輝繍奎蝋三二愚めニ
デイズレーリは上の法案上提で，相当な譲歩を
しても保守党にも役立つ改革を狙いつづける。
それ故，翌60年３月，ラッセル案が情勢を勘案
して，選挙資格を引き下げるという無原則ぶり
を「垂直的拡大」と批判した際，ディズレーリ
なりに民衆的トーリ主義で一貫性を持たせ得も
する。しかし，彼の「水平的」拡充という表現
も1850年代にはなかったことである4)。後に真
の対抗者になるグラッドストンとて59年６月1１
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述順は前節①～⑦の通りである。
今や大きな党派にはいずれも改革派が登場
し，諸党派の合意による改革法案が求められて
いた。妥協案であっても実質の伴った改善が求
められた。そこでミルは実質の有無を判断する
基準を二つあげた。一つは現行制度における最
悪の造作を改革するものであること。第二は将
来に期待すべき更なる改革を念頭に置いた構案
であること3)，である。
第一の基準によって,まず①②があげられる。
現行代議制に内在する最大の欠陥，すなわち，
公正な代議士選出を妨げてきた小規模バラ区の
残存，および当選者が最高額でのせり手への賞
与になっている選挙運動方法に対する①②の改
善策である｡。
他方，第二の改革案とは男女普選への漸進を
通奏低音として，特に④～⑥を指している。
なお，⑦は制度上改正ではないが政治理論と
しての内実を改善したものである。状況の変化
に伴い下院議員への投票は公共善のために信託
された義務と見なすべきである｡その系として，
⑤のような選挙資格要件として，また資格要求
者を陶冶する義務が生ずるわけである。
では各提案の骨子をたしかめてみよう。
①小規模バラ区を合併区に（315～19）
現行選挙制に内在する最大の欠陥は，最も深
刻な障害として，コミュニティ内の一分子だけ
が選挙権を持つということではなく，下院の多
数派が該分子中の極く小部分によって選任され
てしまうということである。選挙人数が200か
ら,せいぜい400にとどまる小規模バラ区がまだ
随分残っている。その多くがなおも懐中選挙区
のままである。1854年の腐敗行為防止法が贈収
賄を見逃す盲点を列挙した上で(318）ミルはい
う。そこで競争選挙となれば，地方共同社会の
利害が更に分割され，買収・供応などで最悪の
運動をした最高額でのせり手が当選者になる，
と。（316）指名バラ区，腐敗バラから選出され
た者は，なお1832年以前と同様に個々人の使節
型代弁者か，財布の代議員のままにとどまって
三眼目・七提案
若き日のミル自身やＪ、オーステインを含め
た哲学的急進派')の議会改革要求は地主寡頭政
の打破に向けられていた。そして旧き腐敗の打
破が第一回議会改革の成果であった。一人一票
の平等選挙，秘密投票，普選への漸進が急進派
の目標であった。
しかし1850年代に入ると政治状況が変った。
フランスの大統領選挙をみても下層階級の投票
には難問があった。英国の代議士選挙の環境が
変った。選挙人の多数者はその資格要求者を含
めて，第一回改革期の中流階級から，今や下層
階級に移る勢いである。ミルは既成の選挙区を
相対化する急進派として，普選を目標に残す以
上，自説を改革眼目で変更せざるをえない。秘
密投票要求をとり下げ，投票は他者への権力行
使を含むが故に公開投票を存続せよ，という。
また多数の下層階級に対して，知徳にすぐれた
少数者票を死票にしないため累積投票制が求め
られる。そして保守党法案の審議に役立てるべ
く追加眼目として複票制が主張される2)。
ミル自身の三眼目とは２月冊子の最後に置か
れた⑥⑦と追加として時勢の急から④に登場し
た三項目であった。この三項を含む七提案の叙
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治体または国家の支出に改めよ，と。
選出されるために，直接・間接を問わず，金
銭ないし金銭同様の価値あるものを使わなかっ
たことを議員になる時に示さなければならな
い。その旨名誉にかけての宣誓を法制化し，同
時に偽りの宣誓を許さない輿論の形式が必要で
ある，と。（321）６）
③男女普選に向けての漸進（322～８）
代議政治の完成に向けて，法的欠格者（及び
最低限の教育資格要件を充さぬ者)を除いて，
「すべての成人は選挙人としての意志表示を
通して，国務運営に対する影響力の一部を行
使する手段を有つだろう。英国や他の諸国で
は，国民の最大部分（ないし大部分）が政治
的影響力を持つに不適当であり，その影響力
を悪用するだろうし，政治的影響力を安全に
信託きれ得る時機を予見することが不可能と
いわれてもいる｡」
ミルはこれらすべてに抗弁する用意はない。
とはいえ，共同社会のどの部分に対しても，こ
の〔政治的影響力〕機能を与えないままに置か
ざるを得ないことを極めて大きな害悪，と考え
ている。こういう害悪と戦い，害悪を除去する
のに顕著な進歩を遂げない限り満足してはなら
ないことが，それぞれの領域で政府，教師，個
人の必須の義務である。被治者が統治に発言権
を持つことは国民教育の一手段として，なお一
層重要である。
「政治の全活動領域への参加を排除されてい
る人は公民acitizenではない｡政治に関わる
一切から排除されている人は公民権者の感情
を持てない｡」（322）
いる。むしろ増加しつつあるこの堕落を阻止す
るため，合併区にしなければならない，と。
こうした小規模バラを温存させようとの反改
革派の理論は「参政権は資産家と政界消息通に
留保きるべし」（316）を前提にしている。この
小規模バラ区擁護は実際には代議士の大部分を
貧困者･従属者･無教養者に献ずることになる。
現在の最悪の選挙区組織を改めるには,(名望
家層の要求を容れて）バラ区と県区との壁を残
したままで，小規模区をバラ区となっている選
挙区に合併することである。バラ区の合併によ
る改善された選挙権の再配分は選挙区民の数を
箸増させ(⑥では定数３以上を求めている)，選
挙資格の引き下げを行わずに選挙を改善でき
る，というのである。（３１９１）
②選挙活動費の公費支出一公営選挙
で選挙区の合併をも容易にする－
参政権一般ではなく，その－部である選挙権
の側からの６提案と異なり，本項は被選挙権者
の側からの改善要求である。
下院議員選挙への立候補要件たる高い財産資
格が前年（1858年)，法律によって撤廃された。
にもかかわらず，選挙においては耐え難い高額
な私財を放出しなければならなかった5)。
下院の公務に〔歳費もなしに〕就任すること
を決める選挙に多額の費用を捻出するのは，金
銭的に立候補を限定するだけでなく，不道徳で
ある。医者が治療費を逆に自ら支払うようなこ
とは，公共善への信託，政治義務である選挙に
おいて悪である。資産家が私財で議席を買い
取っている現状では選挙活動を個人的目的達成
の手段化してしまう。
実状は選挙資格と同様に「被選挙権」も権利
ではなく，特権なのであった。それ故，やがて
1865年と1868年の総選挙に理想選挙を行うこと
になるミルとても，選挙費用は本来，支持者の
好意や寄付でまかなうのが理想だ,としている。
（320）
ここでの提案は下院選「候補者に共通の必要
経費は公費支出に改むくし」であった。地方自
「政治に積極的関心を持つことは（現代にお
いて）大きなインタレスツと諸企図に向けて
精神を高める所の第一要件である。いずれか
の自由国に属して政治に関心を持たぬ人は，
（関心を持つべきでないと教えられて来たの
でない限り）あまりにも消息に通じず，愚ま
いで，利己的なためにそれらに関心が持てな
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いに違いない。自分の種族・国家・市に共通
のインタレストを感じ得る人は誰しも，政治
に関心を持たされる。そして，それらに関心
を持たされて，なおそれらに発言権を欲しな
いなどということは不可能事である。（322）
参政権，その中でも特に｢選挙権を所有し，
かつそれを行使することは，民衆の心にとっ
て，道徳的・知的訓練の主な道具となる。ま
た法に従うよう求められている各人が，諸法
律の制定・施行において，発言権（ないし発
言の見込み）を持たぬ限り，あらゆる政府は
ひどく不完全だと見なされねばならない｡」
（323）
国民代表法案文におけるＭａｎをPersonに
という修正動議でミルは英国議会で最初の婦人
選挙資格を提案することになる7)。ただし，ダー
ビ，デイズレーリの法案には財産資格や先の排
除条件が付されていた。その上にミルは教育資
格等々を加味せよ，というわけであるから，資
格要件を充たす婦人は中流以上の部分にとどま
る。
この提案は知徳の改善を果した階層の婦人を
加えることに留まるはずである。
④複票制
ミルは民主的改革派とともに普選を，更なる
改革として求めて行く。しかも男女普選を求め
る。しかし，原理上ミルが民主的改革派と扶を
分つのは複数の階級間での選挙が一階級内での
公平さを求めるのと様相を異にするからだっ
た.（323）
同年刊の『自由論』でよく知られている行為
の二分法がここでも用いられる。すなわち，選
挙が与える権力は自分にだけ係わるものではな
い。自分自身にだけふり返ってくるにとどまら
ない。選挙は他人を支配する権力でもある。投
票者は自分に対してと同様，他人の利害に対し
ても統御力を行使する。こうした選挙において
全ての人が他人に加える権力への平等の要求を
持つことは，決して認められない。こうした権
力に対する異なった人の主張は権力を有効に行
使する資格と同じぐらいに違っている，と8)。
つまり，下院議員への投票者は他人にとって
も有効にそれを行使しうる能力を求められた。
しかも，その能力が各人不平等な現状では「－
人~票」さえ正しくない，というわけだった。
ミルは人格として平等に遇することと投票に
平等を認めることとの間には広い隔りがある，
とみなす。平等という名の下に，無教育の者が
教育のある者を数の上で非常に勝っている限
り，実際には（多数者である各人の）投票は限
りなく大きな票田とみなされることになる。道
徳には他者を支配する権力への権利のようなも
のは存在しない。ところが選挙資格とは他人支
配の権力である。普選ともなれば，より教育の
ある投票者の選挙資格により大きな重みを与え
る制度を採用することは原理上，正義であり，
事実上必要であろう。その方法としては，より
内在的に価値のある社会成員，つまり人事一般
に一層手腕があって有能でもあり，該共同社会
の管理に適用できる知識の持主を選び出し，彼
の高度の資格に比例した優位の影響力を認める
ものが要求される。当面はそうした能力を推定
する根拠として次のような分類で複票を与える
べきだ，と。（32411）ミルの最も率直な推定
は次表のごとくである。
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信的に執着している者はいない」
からであった。
イングランドの教育は，当時の文相がとりま
とめたように，極度に階級的で，下層階級の教
育水準はあまりにも低かった。そこでミルは読
み，書きと三数法までの簡単な計算方法を選挙
資格者登録吏に示し得ればよいとする。
保守党文相が，1850年代英国の繁栄で，特に
労働者上層が日々裕福になり，彼ら以上に保守
的な人間はいないし，これら自助努力で公民資
格をクリアした人々に選挙資格を，と提言して
いるのと皮肉な階層の一致を示している'0)。
⑥累積投票制
真のデモクラシイに向かうため，代議制を完
全なものにする少数者の代表を保証するための
ものである。（1854年以来,改革の眼目としてき
た項目である｡）
「何が反デモクラティックかといえば，少数
者が多数者を凌駕するのを認めてしまうこと
である。にも拘らず普選の原理は，実践可能
なことと矛盾しない限り，選挙区におけるあ
らゆる少数者が代議政体の少数者によって代
表されるべきことを要求している。こうした
目的を視野に入れない投票方法は民選による
統治に反するし，共同社会の意見を正しく要
約していない｡」
ﾄ標大学卒業者学会員（学術団体から自由に選ばれた）
(pp324～5）
⑤教育資格要件
1850年代にも市場社会の基準が，国民代表選
挙資格を制限し続けた。ミルもまた被救|血民・
免責未決済破産者を排除した。その上，内外で
の政治参加運動と選挙権要求に鑑みて教育条件
を要求した，)。
「代議政治の最も民主的システムにおいても
ある種の教育資格条件が原理上要求されてい
る。下院議員選出資格は他者への権力行使で
あるが，この他者への権力などという権力な
ど存在しえない｡」
これがミルにとって，自由の真理だった。そ
こで選挙人には，それらの獲得が可能な限り，
必要な資格要件の取得を余儀なくされる。③の
男女普選とて，誰もが無条件に－票を持つべき
ではない。
「万人の手が届く範囲のものとして公正に認
められる最大量の教育は下院選挙資格の要求
者すべての義務条件として強制きるべきであ
る。」
ここでミルはルイ・ナポレオンを大統領にし
た何百万人の投票者が無教育な農民であったこ
とを指摘する。最近の実例が示すように普選が
国制を堕落させるなら，それはデモクラシイに
味方すると同様に，専制主義に堕落することも
ある，と。したがって，支配権力をイングラン
ドの勤労諸階級のような精神的道徳的状態にあ
る人々に委譲することなど改善を求める何人
も，欲しはしない，と。これは
「無教育な者ほどilliberalなものはなく，改
善への敵意においてかくも頑迷な者もない
し，最も愚劣で最悪の旧態と'慣例にかくも迷
国政選挙では２／５が死票になっている。３／
５から選出された代議士の過半数で立法がなさ
れる。こうした二重の排除をした統治機関は，
〔投票者の〕１／４をほとんど越えない部分の代
表でしかない，と。
累積投票の効果はチェンパリンらの全国自由
党連合が活用したものである。これはしかし定
数三の区で各選挙人に一人ないし二人に投票で
きるに過ぎなかった。このマーシャル・プラン
の域を出ないものをミルは眼目の一つにしてき
たのだが，２月冊子では更に進んだ方式を提唱
している。
新しい累積法は全選挙区を定数三以上とす
山下浩：1859年の英下院改革提案 ７
る。選挙人の持票三とし，その三票全部を－候
補に入れてもよい，というものである。（各候補
者に３．０．０か２．１．０，あるいは１．１．
１に振り分けてもよい｡）
少数代表への具体化であり，ミル自身はさら
に「一般に最大級に真の，もしくは評判の良い
徳や才能のある候補者が利益を受ける」ものと
見込んだものであった。
⑦公開投票制の維持(秘密投票要求に反対）
秘密投票の要求は哲学的急進派の重要な懸案
だった。ミルの変説を最晩年のＦ・プレイスや
Ｇ・グロートが嘆いた。この変説は1850年初頭
の急進派が穏健化したことの一環としてロー
バックを慨嘆きせもした。
しかし，ミル本人にとっては穏健化そのもの
ではなかった｡｢環境が状況を変えた場合は状況
に関する自説を変えるのは当然の常識」だとす
る。
第一回議会改革期にdeferentialでありなが
ら多数者となった中流階級の場合と異なり，４
半世紀後の状況とは今や多数者となりつつあ
る「下層階級が上流階級の個々人に対して，
ずっと大胆な戦線を張ることができる状態にさ
せた」ことである。
上流の優れた所を受けいれて，しかも市場社
会の主役となった中流階級に「多数者の専制」
のおそれはなかった。しかし，最後の多数者で
ある労働諸階級が登場しはじめた。彼らには次
なる多数の批判勢力はいない。それ故，頭数を
たのむ「多数者の圧制」に平衡錘を設けること
が必要になった。第④項以下で重ね重ね警告し
ている状況の変化に対し,理論政治学としても，
選挙の信託論に逆行しなければならなかった。
④，⑤項のごとく，新しい資格要求者の陶冶が
必要だというわけである。
霞
Ⅲ鐘鰯,鰯二:鰯ＩＩＩＣｆ､３Ｈｚ"scmZ,157,ｐｐ､1066.
理論の補強と列記移譲制
譲溌hljLil鯛点が無かったとしても，政治上の実行可能性
別問題である。複票制によって労働階級の数
優位に対抗する先手を打つというのは，１５の
種に差をつけて不公平感をかきたてる。テイ
夫人の父の外科兼産婦人科医を尊敬できても
当時の外科医に内科医同様の５ないし６票と
うミルの選好が既に勇み足であろう。また何
り技術的に実現困難なものに頼ったのが弱点
ある。またインド相スタンリ（ダービ首相の
男）から賞揚され，下院討論で援用されてい
だけに，より明瞭な位置づけが必要になる提
といえよう')。
法律名どうりの選挙法2)についてに止まら
『議会改革考』であることを示すためにミル
言う。民選議院の知性不足，立法・行政能力
」
Ｉ
ｌ
ｒ
Ｌ
〃
不足を解消する下院議員選出が必要なのだ,と。
そこで４月論文はＪ・オーステイン著『国市ｌ
擁護論』（1859)3)の議会改革拒否論に反対する。
註
1）ＣｆＲＢ，Friedman，AnIntroductiontoMill's
TheoryofAuthority,ｉｎＪＢ・Schneewind;ｅｄＭ〃
オーステインは自ら防禦的改革を説いていたあ:ＡＣＤ比c加邦ｑ／〃tjczz/Ebsczys,1968.
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三著者とは法学・政治哲学を専攻し，1860年
代にエディンバラ大の教授となるＪ・ロリマ，
トーリ保守主義の若き論客Ｒ，セシルおよび２
月冊子の著者であるミル自身であった。特にこ
こで注目すべきはロリマの立論であろう4)。現
状のまま平等選挙を行えば，ロリマは政体循環
史観を採る者の如く，衆をたのむだけのデモク
ラシィを「すべての統治機関が衰退・変質する
最終政体」と見なす。各統治機関の諸悪にとっ
てデモクラシイ独自の進歩が自然発生的矯正に
なるべきなのに，衆すなわち支配者という数だ
けのデモクラシイではそうはならない。デモク
ラシイがそれ自体で優勢化する局面では，それ
特有の諸悪を抑制するものがなくなる。他に台
頭して，前者を抑制すべき次なる新興勢力を欠
くからである。かくて社会はその最終階梯に到
達し，次への移行は－者専制という底辺で循環
を再びやり直すことになりかねない。とはいえ
ロリマも絶望の説教師ではない。のみならず多
数者の権利請求に不機嫌な反対もしていない。
そこで妥協できないと考えられていた政治教義
間の抗争因を除去し，またそれらの間の共時的
認知の可能性を示そうとする。またそれにより
イングランド人だけでなく各文明国民の道筋を
より安全な進歩へと舗装することである。ミル
はこの複票制に賛成しているが，岐路はその等
級をいかに定めるかであった。（353）
ロリマは地方的共同社会の解体の進行に伴っ
て，名望家が支配する社会構成を正確に反映す
る下院の構成を要求している。現行選挙区たる
社会の有力者の総意が各個の発言権に目を光ら
せて監視するべきだ，という。この尺度がミル
と異なるわけである。（355,366）
ミルは立法府に専門職の利害ではなく，専門
家としての学識を活かす方向で，議員を選出せ
よ，という。したがって，保守主義者セシルの
持株数になぞらえ，課税額に比例させる複票に
は反対した5)。ミルは教育の程度による複票制
と普選とが併立しなければならないという立場
を明らかにしている。同じ複票論でもミルの急
のベンサミズムを清算し，フランス二月革命を
批判した。選挙資格の大規模な拡大は労働階級
に政治的優位を与えることになる。財産を持た
ぬ者はその立脚点から社会主義の傾向を帯び
る，と。この危倶はミルにもある。その結果と
して貴族的影響力を弱める。ところがその影響
力に支えられているのが，すでに秩序と自由と
の類まれな結合を実現している「万邦無比の国
家構造」というホイッグ理論がミルと対立した
所以である。
ミルは一方で代議制統治に一層知徳のエリー
トを集めなくては十全を改善にはならない，と
する。他方でまた，労働階級の中でも政治に参
加しようとしている階層は他国の該階級とは
違っているからこそ，普選への漸進を主張して
いる。（Ｃｆ337-8）
１日ベンサマイトであるオーステインとミルは
共に穏健化した。オーステインは公法学者とし
てベンサムの仕事を完成したのち，防禦的改革
主義を捨て名望家政治を礼賛するに至った。ホ
イッグの若手政治家やＴ．Ｂ．マコーリに影響
を与えた『国制擁護論』はまさに第一回議会改
革時の首相の孫，三代伯グレイの見解を前ロン
ドン大学公法学教授の権威で再説したもので
あった。故にミルの批判は当然といえる。
むしろ重要なのはこの『国制擁護論』からも，
改革の手法をミルが引き出して来たことにあろ
う。すなわち，「自由な統治｣の安定のため代議
制統治の良き枠組みを残し，それに改革を適合
させる，ということであった。
４月論文の中央部を占めるのは複票制につい
てである。ミルの説得法はまず「大いに異なる
三学派が各々の二者からの情報を得ずに，ほぼ
同時に複票制を提案した｣｡したがって同様に偏
見なき検討を受けるに値することを示唆してい
る，と。複票制の長所は，心を開けば両陣営に
受け容れられ得る。平衡錘として決着の基礎を
提供するものだ。（354）
山下浩：1859年の英下院改革提案 ９
進派，ロリマの保守党系改革派，セシルのトー
リ反改革派の違いが表明されている。（355）
代議士たちに望まれる知的資質に対し，最良の
保障を与えるものである。いま，遍く認められ
ている様に，才能と品位だけで下院入りするこ
とはますます困難になりつつある。選挙費用を
ふんだんに支出できるためロンドンの各クラブ
から送られる落下傘候補に代って，資質のある
尊敬すべき人士を選出するにはこの方法しかな
いのだった。選挙区よりも全国民の立場にあっ
ていかなる現選挙区の多数者によっても選出さ
れる機会を持たぬ人々が，あるいは彼の著書に
よって，ないし公共有為の尽力によって，この
王国の殆んど全選挙区の各々数人に識られ，認
められることによって下院で働けるわけであ
る。
また第二に，どの選挙人も自分が選ばなかっ
た当選者によって，名目的に選挙区を代表され
ずにすむ。比例区の各議員は全員一致の選挙民
の代議士となる。死票のない選挙人と代議士と
の価値ある代議政治が生まれるのであろう9)。
最後に累積投票に代えて提案される列記移譲
制が重要である。1859年初に出たＴｈ・ヘアの列
記移譲制はやや未熟な所がある。まず有効投票
総数を議員定数で割って当選基数Quotaを決
める。Ｑ＝Ｖ/Ｍという素朴さである。各投票者
には選好順に任意の順序を付して指名させ，開
票に当ってＱを得た候補を当選者としてその余
剰票を指名順位に従って，他のＱに達しない候
補に移譲して行く。死票をなくすため任意の選
挙民集団が－議員を生むというものである6)。
ミルはへアの著作の価値を２月上旬に早くも
認め，少数代表の切り札として，また議会の質
を高めるリード役としての知的選良の進出を期
待している7)。
２月冊子や『代議制統治論』での関説を併せ
て善意に解釈すれば次のような列記移譲制と見
なせよう。すなわち，反対論に応えて地方区も
若干残す。地方の統治の専門家は地方区から当
選できる。何百もの定数を比例区が占める。そ
の上でQ=ＴＶｆｌ二丁十1のDroopquotaを補い，
任意の選挙民集団がミルの嘱望する知的エリー
トを，選挙区を越えて選出する。200か300票を
買収しても，Ｑ＝２，０００とすれば残り
1,700～1,800票もの全国的な票を買収できない
ので，腐敗もなくなる，と。
列記移譲制に⑥項を代えて以後の著述や下院
を含めた発言でも，七提案は維持されている。
⑦や④と甑鋸する点も見逃されている。
列記移譲制そのものに対するパジョットの批
判，すなわち二大政党が全国組織で比例区の大
議席を制するだろう，というのは当っている。
政党と内閣とを軽視し過ぎたのがミルの理想論
だが，こうした予測においては特に破綻を来た
している8)。
ミルの立場から抜本的解決策に擬せられたの
は次の点からである。まず第一に列記移譲制は
註
(1)３Ｈｚ"szz/'zin53,pp413-424．
(2)ＡｎＡｃｔｔｏＡｍｅｎｄｔｈｅＬａｗｒｅｌａｔｉｎｇｔｏＰｒocedure
atParliamentaryandMUnicipalE1ections（The
BallotAct,1872)．
(3)ＪｏｈｎAustin，ＡＰﾙﾋﾞz/bγＣＭＳ/伽吻"，Murray，
1859.
(4)JamesLorimer,PMtjczz/Ｐｍｇ"ｓｓ〃０t〃cc膠ss〃ＩＤノ
ＤＣ叩０ｃｍ此；ｏ〃Ｒｅ伽ひe助"α"11Ｗﾉｂｅ”ｅＦｂ""dZz‐
的〃ｑ／Ｌｊ６ｅγ11〕ﾉLondonandEdinburgh,1857.
(5)RobertCecil，“TheTheoriesofParliamentary
Refoｒｍ'，,inOVbﾌﾞﾋﾞﾉEbscZys,４Ｖ０１s・Parker,1855-58.
(6)ＴｈｏｍａｓＨare，ＡＴﾘ､eα雄ＣＯ〃仇ｃＥ〃c肋〃ｑ／
Ｒ幼魎e"鮒UCS，Ｐｂγﾉﾌﾞtz"e"ｍかα〃ﾙｨﾉｨ"ｉｃ功aL
Longman，1859.
(7)ToEdwinChadwick，Ｆｅｂ７,1859,ｉｎＬａねγＬｅ/‐
ぬ７s，ＣＷＸＶ,ｐ､５９４．
(8)WalterBagehot,Ｔ/ieE"g/ＭＣＤ"ｓｔ伽加",(1867）
TheFontanaLibrary，1963.
(9)ＣｆＣｏ"s/血Ｍｊ０"ｓｏ〃Ｒ"“e"ね物ｃＧｏｚﾉe”〃c"A
（1861),Chap､ＶＩＬＣＷＸＩＸｐｐ､456-7.
第３９号平成２年金沢大学教育学部紀要（人文科学・社会科学編）10
の具体化をまたねばならなかった。ヘア，ミル
ともに煩雑な手続きをクリアする手法をうちだ
せないままに終った。機会をみて，繰り返し列
記移譲制を提案するが，地方の選挙区である社
会，党派の選挙区組織に押し返された.
七提案は緊要の①，②を両院の調査特別委員
会で本格的に検討された。次の改革に向けて価
値ある『青書』が刊行された。ミルもそれを活
かして，更に説得力のある構成で，早速『代議
制統治論』執筆にとりかかっている。同じ1859
年刊の『自由論』と共に，列記移譲制で選ばれ
るに応わしい言論活動を始めたことになる。
ただし，七提案の整理や，相互関係による組
替えが必要なのにミルはそれを果していない。
グラッドストンが自由党に場を得ていない局面
で，七提案の骨子は，保守党が1867年法成立に
役立て，また列記移譲制の説得力不足が保守党
の要求による小選挙区法成立で逆転されてしま
う。これらはミルがあまりにも素朴に政党と内
閣を避けて通ったための痛手だったといえよ
う。
小括
現議会に代って，反議会・反国制を志向する
「人民の全国代表者公会」とベンボウの人民主
権に立つ三段の直接行動とが挫折した以上，現
実的な普選が求められた。オブライエンの普選
運動とへザリントンの「知は力なり」が1850年
代にも意味をもった。
チャーテイストやローバックは選挙の公平さ
を平等選挙区への移行として要求した。しかし
その選挙区は小選挙区を意味していたので，ミ
ルは彼らのためにも列記移譲制をたゆまず要求
すべきだ，と主張している。（365～366）
これこそミルが捜し求めて来た自由な代議政
治を完成する決定的な方法といえよう。
環境が状況を変え，代議政治の深刻な岐路で
あればこそ既成の各派に長期展望をもつ改革策
が登場した。しかし未だ下院に相当な勢力を持
ち得ていない選挙民の共同・連合association
には筋道がついていなかった。
保守法案の上提を好機として，ミルが七提案
を構成したけれども，所期の構案は列記移譲制
